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アメリカ合衆国，日本のローカルフードの成長と緊張

イーサン・D・スクールマン＊／アレクサンダー・ホー＊＊

Growth and Tension in Local Food Systems  
in the United States and Japan

Ethan D. Schoolman and Alexander Ho

　アメリカ合衆国における地産食品の需要が増加し続ける中，合衆国の農家や
食品業界にとって最大の課題は，ローカルフードを指向する社会運動の本来の
価値にこだわりながら，この需要を満たすことである。同時に，地元の食べ物
への関心は，米国や産業化された欧米にのみ見られるというもの。市民団体や
地域の食材を宣伝する取り組みは，日本において長い歴史がある。中国，台
湾，インドネシア，ベトナム，韓国では，健全な地域の食システムが食の安全
とグローバル化への懸念を解決するのに役立つという考え方が最近，足場を得
ている。おそらく驚くべきことに，「ローカルな」食は「グローバルな」現象
になっている。したがって，この論文には 2つの目標がある。まず，本論で
は，アメリカのローカルフード運動の歴史と現状を探り，重要な課題が満たさ
れる方法を提案する。第二に，日本と東南アジア諸国におけるローカルフード
運動が直面する課題に，アメリカの事例にて提案された解決策と類似したもし
くは異なる解決策が必要な場合があることについて議論する。

 As demand for locally-sourced food in the United States continues to 
grow, the biggest challenge for American farmers and food businesses will be 
to meet this demand while staying true to the original values of the social 
movement for local food. At the same time, interest in local food is far from 
unique to the United States, or even to the industrialized West. Civil society 
groups and public campaigns promoting local food have a long history in 
Japan. And the idea that robust local food systems can help to address con-
cerns about food safety and globalization has recently gained a foothold in 
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China, Taiwan, Indonesia, Vietnam, and South Korea. “Local” food, perhaps 
surprisingly, is becoming a “global” phenomenon. This paper therefore has 
two goals. First, this paper explores the history and current state of the 
American local food movement and suggests ways that crucial challenges 
might be met. Second, this paper discusses ways in which challenges faced 
by local food movements in Japan and other nations of East and Southeast 
Asia may require solutions that are both similar to and different from those 
proposed for the American case.

1 序論―あらゆる場所が地元である

2 なぜローカルフードなのか

3 アメリカ合衆国のローカルフードの状況

4 合衆国のローカルフードシステムの課
題への取り組み

5 日本および東アジア，東南アジアのロー
カルフード

5.1 「提携」

5.2 地産地消

5.3 直売所

5.4 東アジア，東南アジアにおけるロー
カルフードへの希求

6 結論―「グローバルな」ローカルフー
ドについての中心課題

1 序論―あらゆる場所が地元である

　「自動車の街」として知られているアメリカ合衆国のデトロイトから西に約

240kmの場所に，ミシガン州の第二の都市であるグランド・ラピッズがある。ア

ジアの大都市からすれば小規模であるが，グランド・ラピッズは，ある事業を立

ち上げるのに最適な米国中西部の都市という経済的な成功物語で広く知られてい

る。

　ジェラルド・フォード元大統領の故郷でもあるその場所で，市の指導者たちは

先日，中心街に新たに重要な事業が参入したことを祝った。新たに加わった施設

は，企業の本社でも自動車の工場でもなく，小規模農家どうしが協力してたちあ

げた非営利の食品市場であった。それは，『ニューヨーク・タイムズ紙』の「A 

Michigan City Bets on Food for Its Growth」（Schneider 2012）という記事でも紹介
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されている。記事では，ローカルフードが地域の未来への踏み台となり，環境保

全，社会福祉と経済の繁栄が両立することを信じている熱狂的な支持者の存在を

報じた。

　アメリカ合衆国において，ローカルフードにその将来を賭けている，もしく

は，活況なローカルフード部門を社会・環境の持続可能性の礎と見なしているの

は，グランド・ラピッズだけではない（Berry 2010; Feenstra 1997; Lyson 2004）。

東北部の「ラストベルト（さびついた工業地帯）」から西南部の「サンベルト

（温暖な地帯）」まで，ローカルフード運動，すなわち，食品生産者と消費者の距

離を縮めて緊密な関係を築くために官民の当事者による共同の取り組みを行う営

みは目覚ましい成長を遂げてきた。

　1994年に米国におよそ 2,000あったファーマーズマーケットは，その 20年後

の 2014年には 8,000以上になった（Low and Vogel 2011）。ローカルフードは，

かつては，特にそれに熱心な人や，その道路脇に売店のある農場の近くに運よく

住む人だけが利用できる限られたニッチの市場だった。

　2015年には，16万 7千の米国の農場が消費者，小売業者，機関，地元の流通

業者に直接販売した生鮮食品は，87億ドルにのぼった（National Agricultural 

Statistics Service 2016）。そして，ローカルフードへの機運は，連邦政府からの

8,000万ドル近くの支援も手伝って，高まり続けている（Vilsack 2016）。実際，

全国レストラン協会（National Restaurant Association）は，1,300人を超えるシェ

フを対象に行われた調査に基づき，地元産の食品は，2014年だけでなく 2024年

まで人気メニューの一つになると予測した（National Restaurant Association 

2014）。このようなことから，ローカルフード運動は，少なくともアメリカ合衆

国では，21世紀初頭の食品関連の動向のなかでもっとも重要なものの一つにな

ると考えてよいであろう。

　アメリカのローカルフードの支持者や企業家は，市場の分類としての地元が発

展していくことを基本的には喜ばしいことであると解釈するかもしれない。しか

しながら，ローカルフードのまさしくその成功によって引き起こされる，ある根

本的な問題が浮上していることには留意しておかなければならない。それは，

「ローカルフード運動が，小規模農場，対面接触，環境責任を負う生産方法に焦

点を合わせながら成長し続けられるのか」という課題であり，本論文の目的はこ
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れを考察することにある。

　社会運動としてはそれほど長い歴史をもっているわけではないアメリカ合衆国

のローカルフード運動において，ローカルフードとは，単に新鮮な野菜や健康的

な食事だけを意味してきたのではない。それはまた，小規模農場や食品事業がお

互いを支え合い，地域社会を築き，地域経済に投資することでもある。収穫量増

加や害虫駆除のための化学薬品の使用や遺伝子操作をしないという健全な環境も

あわせて考えられてきた。それは，健全な関係，つまり消費者が自分の食品の向

こうにいる農業者のことをある程度知るということでもあった。

　ローカルフードの社会的な関心や役割が増すことにより，ローカルフードの供

給は増加し続けるであろうが，それによりローカルフードを独特なものにしてい

た多くのものを失うとしたら，ローカルフード運動のその成功が破滅の原因とな

る可能性がある。

　アメリカ合衆国では，地元産の食品への需要は増え続けているため，アメリカ

の農業者や食品生産者にとって最大の課題は，この新しい市場を生み出した社会

運動が有する本来の価値に忠実であり続けながら，この需要を満たすということ

だろう。

　従前の問題意識のもと，本論文では，アメリカのローカルフード運動の歴史と

現状を把握したうえで，アメリカ合衆国における先進的な取り組みや事業をとり

あげ，この重要な課題に対処できる方法を考察する。

　ローカルフードのための社会運動は，欧米に特有なものではない。日本には，

ローカルフードの推進に専念する市民社会団体や公共キャンペーンに長い歴史が

ある（Hara et al. 2013; Kimura and Nishiyama 2007; Kondoh 2015）。そして，堅固な

ローカルフードシステムは食の安全の危機に対する特効薬やグローバルな食物連

鎖の崩壊に対する防壁になるという考えは，中国，台湾，インドネシア，ベトナ

ム，韓国でも，近年定着しつつある（Anh and Sautier 2011; Arsil, Li, and Bruwer 

2014; Cheng 2016; Choi and Kim 2015; Schumilas and Scott 2016; Shi et al. 2011; Si, 

Schumilas, and Scott 2015）。

　グローバルな現象になりつつあるローカルフードという考えに，国家に横断的

な特徴が現れていることを念頭に置いて，本論文の後半では，日本や，東アジ

ア，東南アジアの国々におけるローカルフード運動が直面する課題が，アメリカ
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の場合に提案されるものと類似または相違した解決策を求める可能性についても

考察する。

2 なぜローカルフードなのか

　アメリカ合衆国では，「ローカルフード運動」という用語は，家庭の消費者や

機関バイヤーを相対的に近くの農業者や食品事業と結びつけることによって，農

業の工業化に対応するための官民による幅広い取り組みをいう。第二次世界大戦

後，遺伝子組み換え作物の登場，合成化学農薬の使用等，食物の育て方や加工方

法が劇的に変化したことが，一連の懸念を高める契機となった。次の 4つの関心

は，ローカルフードという考えに対する米国の公的支援にとって特に中心的なも

のである。

食品の品質の低下

　今日の食品システムの範囲は，地球規模である。ある大陸で育てられた食材を

別の大陸で使い，その完成品は原産地から数千マイルも離れた場所で食べられる。

　アメリカ合衆国では，食物の育成，加工，販売など食品が生産され消費するま

でのいくつもの段階をごく少数の法人企業が支配するシステムが確立してきた。

2004年には，10大多国籍食品加工業者が，アメリカ合衆国で販売された食品と

飲料の 60パーセント以上を占めた（Lyson 2004）。2011年までには，わずか 4社

がアメリカ合衆国の食品，生活雑貨類の市場の半分以上を抑え，ウォルマートだ

けでそのうちの 3分の 1を占めている。2013年までに，4社が食品の流通の部分

の市場の約半分を支配した（Howard 2016）。

　食品を長距離移動させ，数年でないにしても数カ月持ちこたえさせるために

は，防腐食材，高度な加工と貯蔵，遺伝子組み換えに頼ることになる。既存の食

品システムを批判する人々は，これらの変化のすべてが食品の味を悪くし，そし

て，心臓病，糖尿病，肥満などの公衆衛生問題の原因になっていると主張する

（Monteiro et al. 2013; Stuckler and Nestle 2012）。

環境へのコスト
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　米国の農業は，ここ数十年で大きく変わった。1982年以降数で言えば，37万

を超える農場が姿を消し，平均的な農場の規模は 1940年からほぼ 3倍になった

（MacDonald 2011）。これらの変化は，農薬使用の増加や栽培する作物を特化させ

たことに深く関係している。

　2007年から 2012年までに，農業部門が米国内で使用した農薬は，2,410億ド

ルから 3,290億ドルと，3割以上も増加した。2012年だけでも，11億 8,200万ポ

ンドの除草剤，殺虫剤，殺菌剤が米国の農場で使用された（Atwood and Paisley-

Jones 2017）。農薬使用の増加にともなって，単一栽培，すなわち，1～ 2種類の

作物を作る非常に大規模な農業形態が広がり，土壌肥沃度の低下を補うために合

成肥料が使用されるようになった。

　これら現代の農業は，さまざまな作物の収穫量の大幅な増加を果たす一方で，

鳥類その他の野生生物の激減，メキシコ湾や五大湖の酸欠海域「デッドゾーン」

と，さまざまな環境への負荷と関連している（Hanson, Hendrickson, and Archer 

2008; Horrigan, Lawrence, and Walker 2002）。

公衆衛生へのリスク

　農薬は，人間の健康，特に生命にかかわる器官がまだ十分に発達していない子

どもや農場やその近くで働く人々にも悪影響を及ぼす（National Research Council 

1993）。さまざまなレベルでの農薬への暴露に関連する病気には，多くの種類の

がん，認知障害，神経疾患などがある（Alavanja, Hoppin, and Kamel 2004）。

食品とのつながりの減少

　加工，農薬，そして，1930年以降ほぼ 500万の農場が消滅したことは，ある

大きな問題につながる。それは，人間と食品との基本的な関係の変化である。農

業や食品配達システムが産業化され，技術的に進化したことにより，アメリカ人

は，かつては季節限定だった食品や世界中の食品でさえも，1年中いつでも食品

雑貨店で見つけることができる。しかし同時に，多くのアメリカ人が，その食品

がどこから来て，どのように作られたかについてはほとんど知らないと感じてい

る。インスタント食品がどこでも手に入り，調理法に対する知識が乏しくなるな

かで，食べるために食品を準備することに関連した活動でさえ，ますます省略で
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きるものになりつつある。マイケル・ポーランらが指摘したように，食べること

は，場所，歴史，人間をむすびつける手段としてではなく，カロリーの収支とし

て説明される風潮がある（Feagan 2007; Pollan 2007）。

　これらの 4つの懸念は食料と農業の問題をめぐる政治活動を動機付けてきた。

それは，現代の環境主義とフェミニズムが根付いていった 1960年代と 1970年代

におけるアメリカ合衆国の「反文化」運動の時期とも重なっている。実際のとこ

ろ，40年以上の間，ローカルフードの擁護は，農民，哲学者，ジャーナリスト，

食通，そして研究者たちによって唱えられてきた。 この間，ローカルフードシ

ステムは，農場や農民市場だけでなく，農場から学校へのプログラムや，主流の

食料品店での「地元産コーナー」市場へと拡大した。簡潔に述べるならば，従前

の中心的な関心に対して，合衆国におけるローカルフードのための今日の社会運

動は，次の 5つの主な目標を持っていると説明できる。

食品の味と栄養の改善

　地元産の生産物は既存の生産物より新鮮で栄養価が高く，また強力なローカル

フードシステムは，健康な食生活を促進するというのが，その支持者たちの主張

である（Martinez et al. 2010）。主に地元産の食材を使用する調理済み食品は，加

工が最低限で，消費者の防腐剤への暴露も少ない。小規模な生産者のビジネスモ

デルは，量よりも質を重要視する傾向があり，多くの人々にとってはよい味とさ

れている。

環境と公衆衛生の保護

　よく議論されているのは，ローカル・フード・システムの生態学的な負荷は，

既存の食品システムより小さいということである。なぜなら，輸送，加工や貯蔵

に消費するエネルギーが少ないからである（Michalský and Hooda 2015; Pimentel 

et al. 2008）。

　また，特に地元の市場や消費者に直接販売する食物を育てる農場は，多くの場

合，最小限の農薬や人の手による肥料を使用する生産方法を採用してきた

（Forssell and Lankoski 2014; Lappé and Lappé 2002）。地元産の食品が有機農業や環
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境責任を負う農業と重なる限りにおいては，消費者もまた，農薬などの化学薬品

への暴露も少なくなる。

食品とのつながりへの支援

　堅固なローカル・フード・システムには，人々と食品との間の深く意味のある

関係，すなわち，個人と地域社会の双方に恩恵をもたらす関係を育む可能性があ

る（Schnell 2013; Sumner, Mair, and Nelson 2010）。ローカルフードの支持者が想

像するように，ファーマーズマーケットや地域支援型農業（community supported 

agriculture: 以下 CSA）は，農産物が育ち始める時期に世帯が 1つの農場の農産

物の一部を購入する場所であり，ただ食品を買うだけの手段ではない。それは，

食品がどこから来るのかを理解し，その食品を提供する地域社会とつながり，人

生の基本的な部分，つまり生きるための栄養やエネルギーを摂ることに大きな喜

びを見つけるための道なのである。

農村経済と小規模農場の農業の活性化

　ローカルフードに関する最も初期の理論的研究は，地元の市場に焦点を当てて

いる小規模農場は地域組織や食料ビジネスと提携し，地域経済に投資する可能性

が高いと主張する「地域資本主義」の考えをつくり（Lyson 2004），最近では，

政府機関や非政府組織（NGO）が，強化されたローカルフードシステムを小規

模農場や農村地域の潜在的な経済的な命綱と述べている（Bregendahl and Enderton 

2013; O’Hara 2011）。

健康的な食品をもっとも必要としている人々のために調達する

　地元で生産された食品は，既存の食品より高価であることから，大手とは異な

る非主流の食品販売店は高所得者の住む地域に所在する傾向があり，ローカル

フードシステムが，実は現在の社会的不平等を永続させるということが指摘され

ることもある（Hinrichs and Kremer 2002; Macias 2008）。ローカルフードの支持者

の多くは，市街地のファーマーズマーケット，都市農業，市民農園，食糧援助プ

ログラムを通じて，低所得者が住む地域において，新鮮で健康的な食品を入手で

きる機会を増やすという目標に動機づけられている。
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　端的に述べれば，アメリカ合衆国におけるローカルフード運動の基本的な目標

は，食品の加工の過程を最低限に留め，農場から食卓までの食品の旅の距離を縮

めることであった。ローカルフードの考え方はその倫理的基盤を考慮しなければ

理解することはできない。

　ローカルフードに対する合衆国国民の支持が，この 15年間で急速に拡大した

ことから，実際にローカルフードシステムが，その支持者が主張してきたような

社会的な利益を提供するのかどうかが厳密に検証されはじめた。ただし，現在の

ところ，ローカルフード運動やそのシステムが啓発的であることは理解できる

が，問題に対する答えよりも多くの問いをもたらすことにもなっている。

　例えば，ローカルフードシステムへの継続的な関わり合いは，人々に欠けてし

まっていたかもしれない場所の感覚を育てるのに役立つと示唆される（Hinrichs 

2000; Seyfang 2005; Starr 2010）。しかし同時に，もっと一時的な関わり合いであ

れば，おそらく地元環境や食品生産者への懸念に与える影響もずっと少ない

（Wittman, Beckie, and Hergesheimer 2012）。そして驚くべきは，「フードマイル」

という概念が広く受け入れられる一方で，ローカルフードが実際に，環境に対し

てよいのかどうかという問題は明確には立証できていないことだ。近くの農場か

ら供給される新鮮な旬の食材を食べることで，消費されるエネルギーや温室効果

ガスの排出は，わずかに削減することができるが，（Cleveland et al. 2011; 

Macdiarmid 2014），ローカルフードが旬に食べられない場合や，別の場所で食べ

るために，多くの個人消費者に長距離を運転させることになれば，振り子はすば

やく反対の方に揺れることになる（Edwards-Jones 2010; MacRae et al. 2013）。最

近の研究ではまた，ローカルフードシステムへの農業従事者の参加と環境に配慮

した農法の利用との間の結びつきは，しばしば想定されてきたほど強くはないか

もしれないことを示唆している（Ross 2006; Schoolman 2018）。

　合衆国のローカルフードシステムを強化する取り組みの最終的な社会・環境へ

の影響については，数多くの疑問が残っている。しかし，人々がローカルフード

は，販売，購入，そして食べる価値を増大させると信じていること，そしてその

信念がローカルフードのための社会運動への参加を増加させ続けてきたことは，

疑問の余地がない。
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3 アメリカ合衆国のローカルフードの状況

　いずれの側面からみても，合衆国においてローカルフード運動は主流になった

と言える。今に至るまで，ローカルフードシステム，つまり，地元産の食品の生

産や消費に重点を置く農業者，加工業者，消費者，仲介組織のネットワークは，

複雑になり，その守備範囲を広げた。これらの変化は，ローカルフードが消費者

にどのように理解され，農民や食品業界から市販され，そして政府や市民社会に

よって規制され支持されているかという観点から概念化できる。

　ローカルフードへの関心は，合衆国内各地で根づいており，また，いわゆるエ

コ製品への関心とは異なり，収入や教育水準といった従来の社会経済的地位の指

標とは結びつかない（Cranfield, Henson, and Blandon 2012; Gracia, de Magistris, and 

Nayga 2012; Schoolman 2017）。

　実際，もっともよく目にする公的なローカルフード構想は，ラストベルトの都

市の市民農園プログラムのように，低所得者が住む地域や都市部を含んでいる。

しかし，ローカルフードへの関心は低所得者が住む地域で高い一方で，実際に

ローカルフードを定期的に購入する機会は，比較的高所得で十分な教育を受けた

人々に多い（Johnston, Rodney, and Szabo 2012; Schupp 2016）。

　ローカルフードシステムの基盤には，直接消費者に供給するつながりが含ま

れ，そこでは，農家と消費者とが顔を合わせることが，経済的な交換の基礎とな

る。ファーマーズマーケットや CSAは，ローカルフードを市場化する手段のな

かでもかつてない人気である。1994年から 2017年までに，米国内のファーマー

ズマーケットの数は 1,755から 8,687に増加した（USDA-AMS-Marketing Services 

Division 2017）。カリフォルニアのセントラル・バレーだけで，CSA協同組合の

会員数は，1990年には 673だったが，2010年には 32,938と急増した（Galt et al. 

2012）。2015年までに，ローカルフードの直接の消費者向けサプライチェーンの

売上高は，全国で 30億ドルを超えた。

　農家市場や他の消費者向け市場と並んで，現代の仲介のローカルフードサプラ

イチェーンは，レストラン，店舗，ニッチ販売業者，さらには学校や病院を通じ

て農家と消費者を結び付けるようになってきた。レストランのような中間の担い

手は，何十年もの間，地元産の食材と肉製品の重要な買い手であった。小規模農
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家と子供や若年齢層が通う学校との間のパートナーシップも米国の多くの地域で

一般的になっている。

　最近では，多角経営の小売チェーンまでもがローカルフード市場への参入を試

み始めた。アメリカの大企業の一つであるウォルマートは最近，「地元産を購入

すること」をウォルマートの持続可能な食品構想の一部とすることを発表し，競

争相手もそれに追従している（Clifford 2010）。

　ローカルフードの長年の支持者は，ウォルマートのような，規模，低価格や均

一性に重点を置いている企業が，ローカルフード運動の目標と根本的に相いれる

のかどうか疑問を呈している。しかし，こうした議論が起きているというまさし

くその事実が，ローカルフードへの関心が広がり続けていることを示している。

　低所得者が住む地域の食の安全と公衆衛生に関する公共政策は，ローカルフー

ドシステムを，社会的セーフティネットの価値ある潜在的な構成要素と考え始め

ている。連邦・州政府機関からの栄養援助バウチャーは，全国のファーマーズ

マーケットで受け入れられつつある。そして，多くの州のプログラムが，NGO

の参加とともに，ローカルフード市場を利用するために食糧援助の受給資格のあ

る人々に，動機付けを与えている（Colasanti, Conner, and Smalley 2010; Community 

Science 2012）。例えば，「ダブルアップ・ファーム・バックス」は，ファーマー

ズマーケットで新鮮な果物や野菜を購入するために支援を利用すれば，所得の少

ない個人への直接的な金銭的支援を 2倍にするというプログラムである。

　特にローカルフードの上昇軌道を示す統計があるとすれば，次のものをあげる

ことができる。米国の農場の総数は 1997年から 2007年までに 0.5パーセント減

少したが，消費者に直接販売する農場の数は実際に 24パーセントも増加した

（Martinez 2010）。同期間に，ファーマーズマーケット，CSA，道路脇の売店を経

由した消費者への直接販売は 105パーセント増加した一方，農産物の販売全体で

は 48パーセントの増加であった。

　しかし，目ざましい成功を収めた今でも，合衆国のローカルフードシステム

は，存在に関わる危機と無縁ではない。ローカルフードの需要が伸び続けている

ため，コミュニティへの投資，環境の持続可能性，公衆衛生，食文化を変えると

いうローカルフード運動の本来の使命を共有しない農業者や加工業者といった食

品生産者が参入し，この需要に対応していく可能性がある。
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　従前の状況に鑑みたとき，ローカルフードが地理的な狭い意味だけではなく，

社会的使命というより広い意味で「地元」であり続けることをいうのであれば，

次の三つの課題に取り組む必要があると考えられる。

第一の課題：大規模バイヤーとの協働

　小規模農場にとっては，人通りの多い食品雑貨店，病院の給食サービス，社員

食堂といった大規模バイヤーとつながりを持つこと，大規模バイヤーが期待する

だけの生産物を常に提供することの両方が容易でないことがある。大規模バイ

ヤーとの関係を築いてくためには，小規模農場には往々にして欠けているスタッ

フや資源が必要になる。さらに，ファーマーズマーケットや CSAといったロー

カルフードの伝統的な販路は，特定の時期に入手できるものを購入したい，また

は利用したいという消費者の意欲を利用しているが，大規模バイヤーにとっては

決まった時間に大量の特定の食品があることが重要となる。

第二の課題：十分にない小規模農場

　驚くほど増大した地元産の食品への関心は，農業に関わる業種が何十年にもわ

たって整理統合された後の小規模農場がその需要を満たす能力を，否応なく上

回っているであろう。換言すれば，個々の小規模農場や農場の集団が生産量を予

測可能で信頼できるものにする方法を考案したとしても，ローカルフード運動が

一定限度を超えて拡大し続けるためには，生産量は十分でないかもしれない。

第三の課題：季節性

　特定の食品を特定の時期に生産されることは，気候や地理的条件によるもので

あることを考えた場合，歴史的にみると，ローカルフードシステムは，本質的に

特定の季節に働くものであった。ローカルフードシステムの季節性は，魅力の一

部であり，熱心なエコ消費者の「地球に戻る」というものの見方と一致する

（Thompson and Coskuner-Balli 2007）。しかし，ほとんどの消費者は，かつては季

節限定だったさまざまな食品，特に果物や野菜が年間を通して入手できることに

慣れている。ローカルフードシステムがこの非季節性への期待に応えられるかど

うかは，その成長にも大きく影響するだろう。
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　これらの課題に対処しなければ，次の二つのうちのどちらかが生じるだろう。

　第一の可能性としては，アメリカのローカルフード運動の成長は克服できない

ほどに制限され，ローカルフードシステムは，ほとんどの場合，ごく一部の熱心

な少数派には愛されても，ほとんどの人にとってはひどく高くつくあるいは不便

な，ニッチな資源であり続けるだろう。

　第二の可能性は，おそらくもっと気がかりである。既存の小規模農場が安定し

た供給の期待に応えられず，小規模で環境に対して誠実な農場の数が増えず，か

といって季節性がそのまま残ることになれば，機関バイヤー，食品雑貨店，大規

模供給者は，ローカルフードのあるべき要件を弱めることによって，需要を満た

すことを選ぶかもしれない。

　アメリカのローカルフード運動は，今ではどこでも手に入る，大量消費のため

に品種改良をした結果，本来の甘さや香りが失われてしまったレッド・デリシャ

スリンゴの通った道をたどることもできる。そして，そのリンゴと同様に，米国

の消費者は，無意識であれ，自分たちの食品システムの失敗の矢面に立つことに

なる。

4 合衆国のローカルフードシステムの課題への取り組み

　消費者はさらに多くのローカルフードを求めており，企業はすでにローカル

フードを主流にする取り組みに参入している。問題は，「ローカルフードシステ

ムは，本質的な価値を損なうことなく，どのように成長し続けられるのか」とい

うことである。これは簡単なことではないが，アメリカ合衆国中の事例は，おそ

らくそれができる方法を示している。

　小規模農場が大規模バイヤーとつながりを持つことができるのかどうか，大規

模バイヤーが要求するような安定した予測可能な供給を作り出すことができるの

かどうかという課題に対処するには，小規模農場にフードハブ，すなわち，地元

または地域で生産された食品の集荷，貯蔵，加工，流通，またはマーケティング

を容易にする中心的な施設，のような協力的な措置を考え出す必要がある （Borst 

2010）。フードハブによって，大規模バイヤーと関係を持つうえで必要な過程は

分担され，集団という観点から考えると，個々の農場の生産高のばらつきが平均
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化される。

　ボイシを拠点として南アイダホでサービスを提供するフードハブのアイダホ

ズ・バウンティ（Idaho’s Bounty）は，小売客と卸売客の両方の要求を満たして

いる。個人消費者は店に出向く，またはインターネットで買い物することがで

き，食品をいくつかの受け取り場所まで配達してもらえる。

　大規模バイヤーは複雑な注文に応じるために，小規模農場のネットワークと協

働する地域の販売代理店に必要なものを提示する。フードハブを通じて購入する

ことにより，食品雑貨店は，常備食品だけに限らず，競争価格で環境に配慮した

方法によって生産された職人技の食材，地域限定の食材，旬の食材を入手する機

会を得ることは重要である。アイダホズ・バウンティを通して売られる食品は，

既存の食品ではなく，本来の意味においてのローカルフードであり，その規模が

拡大したものである。

　ミシガン州ランシングにあるフードハブのアレン・ストリート・マーケットプ

レイス（Allen Street Marketplace）は最近，ローカルフードの買い手と売り手を

対象としたオンライン取引を開始した。その取引は，大規模バイヤーと小規模農

業者のためのデートサービスのように機能する。フードハブのスタッフは，地域

のレストラン，食品雑貨店，病院，学校が特定の時期に探しているものを分析

し，注文に応じられる地元の農場を見つける。複数の農場で注文に応じることが

できるため，大規模バイヤーは遠くの州から大量の食品を出荷する従来の供給者

に頼らないで済む。この取引はまた，参加している農業者はあらかじめ定められ

た環境・倫理・純度基準を遵守することを約束する。したがって，消費者がロー

カルフードに対して信頼をいだくうえで生じる障壁を引き下げる見込みもある。

　フードハブは，ローカルフードシステムの供給をまとめるという問題の万能薬

ではない。重要な検討事項の一つは，フードハブ自体に費用がかかる可能性があ

るということである。フードハブは，基盤やスタッフが稼働するまでにかなりの

先行投資が必要になる（LeBlanc et al. 2014）。そして，大規模バイヤーが期待す

る需要に応えなければ，フードハブの担い手は，すぐに経済的に困難な状況に

陥ったことに気づくことになる（Brislen et al. 2015）。

　こうしたことから，フードハブの成功の可能性がもっとも高くなるのは，既存

の非営利組織または事業と，フードハブとがそのスタッフや物的資源を共有し，
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もともとは営利目的の農場経営のためのマーケティングであったものに対する非

営利のまとめ役として組織されたときである。

　別の可能性としては，フードハブは現実の物理的な建物を占有しているのでは

なく，仮想空間に潜在的に存在していると考えることである。たとえば，協同流

通システムを共有する小規模農場は，仮にそれが自動車や運転手の共同所有だけ

だとしても，同じだけのコストを負担することなく，フードハブに参加するメ

リットをいくらか享受できるかもしれない。

　こうした課題に対処することができれば，協調的な小規模農場の集団は，個別

の農場ではできないことを成し遂げられる。州政府，連邦政府，そして個人の資

金調達源に支えられているフードハブは，アイオワ州やミシガン州だけでなく，

ニューヨーク州やバーモント州など多くの州で成功を収めた実績がある（Cantrell 

and Heuer 2014）。米国では，フードハブや類似の組織は，社会的に責任を負う方

法でローカルフードシステムを成長させるためのパズルの重要な一片である。

　先述した第二の課題への対応は，ローカルフードシステム，地域社会，環境へ

の約束を中心に自分の事業を立ち上げそうな人々が就農できるようにしたり，奨

励したりすることにより，小規模農場の数を増やすことである。

　農場は，土地とそれを耕作する人々がいて初めて成り立つ。しかし，需要と供

給の基本的な経済原理では，土地は多くの人が住んでいる場所が一番高いという

ことになる。結果として，ローカルフードシステムに重点を置いた小規模農場用

の土地を購入したり，手放さないでおくことは，皮肉なことにローカルフードの

潜在的な顧客が多くいる場所でもっとも難しい。さらに，米国の農業者の数の減

少は継続している。農地で実際に労働した経験はもとより，農業に触れることの

なかった若者が，農業者になることを有望な進路と考える可能性は低い。

　これらの課題を念頭に置いて，ローカルフードに専念する官民の組織は次の二

つをすべきである。まず，新規の農業者のために農村地域の現在の住人の枠を超

えて将来を思い描くこと。そして次に，彼らやその他の人々が農地を利用できる

ようにあらゆる努力をすることである。

　実際，創意工夫に富んだプログラムであれば，グランジ・ホールズ・アンド・

フューチャー・ファーマーズ・アンド・アメリカ（Grange Halls and Future Farmers 

and America）の過去の事例にならって，強い関心や可能性は持っているが社会
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経済資源をほとんど持たない集団に，土地，研修，用具を提供することができる。

　アメリカ合衆国の農業に関わる移民には，十分な賃金を支払われない労働者と

なってしまっている。しかし，自営で働く機会があれば，新たな移民農業者は，

自分の熟練の技や価値倫理を持続可能なローカルフードシステムの構築に役立た

せることができる。

　アメリカ合衆国農務省（United States Department of Agriculture: USDA）や複数

の非営利組織からの交付金によって 2003年に設立されたナショナル・イミグラ

ント・ファーミング・イニシアチブ（National Immigrant Farming Initiative: NIFI）

は，既存の食品システムの中に消えてしまうかもしれない，アフリカ，南米，ア

ジアからの移民が国内各地で自分の農場を立ち上げる支援している。NIFIのプ

ログラムは，ローカルフードシステムを移民が所有する農場のための理想的な市

場として構想している。なぜなら，ローカルフードの消費者は，組織も個人も，

社会正義や農業者との個人的な関係の構築を重視しているからである。

　さまざまで深刻な打撃を受けた都市部は，1960年代以降の都市衰退の悲劇を

最低限にとどめることなく，今では驚くような資源が豊富であることが観察でき

る。つまり，空き地や活用されていない土地である。市民農園や都市農場として

生産的に活用することで，これらの土地は，十分なサービスを受けていない集団

に対して，新鮮で健康的な食品の源泉となることができる。

　さらに都市農業は，こうした地域の若者を有望なキャリアパスとして農業や食

品関連事業に紹介する方法として認められつつある。農業者や牧場労働者の有機

生産への転向を支援することにもっとも重点を置いている機関のジョージア・

オーガニックス（Georgia Organics）の仕事はその一例である。ジョージア・オー

ガニックスは，既存の農業者向けのプログラムとともに，低所得者が住む地域か

らの個人に賃金が支払われるように奨学金制度（アトランタ都市圏周辺の都市農

場でのハンドオントレーニング）を提供している。卒業生は，食物の育て方など

の基本的な方法を学ぶだけではなく，ローカルフードシステムを通して新規就農

者となる機会も得る。

　アメリカ合衆国では，連邦政府の農家サービス局（Farm Service Agency）のよ

うな政府機関は，農業者に低金利の融資を行うために長きにわたって存在してき

た。しかし，融資が利用できるときでも，購入または賃借する農地を見つけるこ
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とは，特に昔からの社会的ネットワークを頼りにすることのできない，初めて農

業をする人々にとって非常に困難なことである（Foodshed Alliance 2015）。非営

利団体アメリカン・ファームランド・トラスト（American Farmland Trust）が調

整したハドソン・バレー・ファームリンク（Hudson Valley Farmlink: HVF）のよ

うな事業は，特定の地理的地域で利用可能な農地に関して，簡単にアクセスでき

る公開オンラインデータベースを構築することによって，このニーズに応えよう

としている。ニューヨーク市の北部の農村地域で，HVFは，将来の農業者と既

存の土地所有者がお互いを見つけられるようにし，互恵的な関係を育てるために

資源を提供している。HVFモデルは，ニュージャージー州に拠点を置くフード

シェッド・アライアンス（Foodshed Alliance）のような団体の取り組みを通して，

人口密度の高いアメリカ北東部の他の州にも拡大している。

　ローカルフードシステムは，農業経験のある移民や所得者が住む都市部の住民

に対して，経済的に発展するための独特な経路となる。しかし，土地を持たずに

農業者になる人はいない。将来の農家が土地を販売，または賃貸する用意のある

土地所有者とつながりを持つことができれば，小規模な団体からの個々人に接触

をはかることで，ローカルフード運動の本来の社会・環境目標に共感する人々に

よって新たな農場がはじめられることが期待できる。

　第三の課題であるローカルフードシステムの季節性は，その制約をできる限り

少なくすることが必要である。豊かな実りの夏が，暗く骨まで凍るような冬に変

わる合衆国中西部での取り組みは，季節性がローカルフードの精神，すなわち小

規模農場，最低限の加工，環境への影響についての考慮に忠実であり続けなが

ら，少なくとも部分的には乗り越えられることを実証している。採用している戦

略は，健全かつ環境責任を負う方法で，栽培期間を延長し食品を保存することに

重点を置いている。

　季節性に制約されないローカルフードシステムを構築する一つの方法は，小規

模農場の生産物の栽培期間を延長する方法を見つけることである。たとえば，冬

場の「ハウス」は，軽量で比較的安価な太陽熱を単純利用した温室であり，寒中

に野菜の栽培ができる。ハウスは，成功している農場とそうでない農場の違いを

生んでいる場合もあるが，小規模農場に大きな経済的利益をもたらすことができ

る（Conner et al. 2010）。ハウスを建設しようとしている農業者は最近，自然資源
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保全局（National Resources Conservation Service）や多くの州の提携機関からの資

金による援助を受けている。消費者にとってのハウスの恩恵は，寒冷な州で一般

的になりつつある冬場のファーマーズマーケットだと考えられており，2012年

時点で 1,800以上が全国で運営された（Neal 2012）。

　季節性を解消するための革命的でもあり完全に伝統的でもある二番目の方法

は，小規模農業者が栽培期間の過ぎた食品の保存や販売をしやすくすることであ

る。最近設立されたミシガン州の二つの企業は，ローカルフードシステムの重要

な構成要素としての食品保存は可能であり，収益が多く，さらに健全であること

を実証している。

　ブラインリー（Brinery）は小規模な地元の有機農場の生産物を使用して，キ

ムチやザウアークラウトのような発酵食品や漬物を製造している。ローカヴォリ

アス（Locavorious）は，地元で栽培された果物や野菜を冷凍し，それを地域の食

品雑貨店や冬場の CSAの一環として販売している。これらの企業の成功は，発

酵製品や冷凍製品用に素材を供給している小規模農場に受け継がれている。

　収穫期を過ぎて食品を保存することは，数千年にわたり農業の一部であった。

特に，発酵や漬物は昔から伝わる技術であり，現代のローカルフードシステムに

対して季節性の制約を軽減することに対して新たな関連性がある。

　本節では，従来の理念を守りながら成長するローカルフードシステムへの三つ

のアプローチを合衆国の現状をもとに再検討した。大規模バイヤーとつながりを

持つための農業者の協同組合，将来の新規農業者が小規模農場を始めやすくす

る，または経営しやすくするプログラム，そして，果物や野菜の伝統的保存法の

復興である。

　また，ローカルフードシステムの課題に対応するためのこれらの提案は，相互

に補強し合っている。小規模農場はフードハブを必要としている。フードハブ

は，新規の農業者を必要としている。そして双方が，収益を上げ，温暖な栽培期

間以外でも採算のとれる方法を必要としている。こうした技術革新や考えは，

ローカルフードシステムは，より多くの小規模農場が 1年のうちでより長い期

間，より多くのバイヤーに販売できるようにすることで拡大するという可能性を

約束する。これが，重要な価値を損なわずに済む成長である。
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5 日本および東アジア，東南アジアのローカルフード

　合衆国で強い存在感を示しているローカルフードは，他の西洋世界における

ローカルフードもあわせて，その社会的な動きが多くの学術研究の対象となって

きた（e.g., Chambers et al. 2007; Charles 2011; Weatherell, Tregear, and Allinson 2003）。

一方で，ローカルフードへの支持の高まりは，欧米諸国に独特なものではない。

　実際，現代の食品システムの特徴としての「地元」という考えへの関心は，北

米やヨーロッパのように，現代的な生活が現代の食品システムの安全，衛生，均

一性，環境への影響に対する懸念の高まりと関連するようになった数多くの東ア

ジアや東南アジアの国々で高まってきた（Anh and Sautier 2011; Arsil et al. 2014; 

Cheng 2016; Choi and Kim 2015; Kimura and Nishiyama 2007; Kondoh 2015; Schumilas 

and Scott 2016; Shi et al. 2011; Si, Schumilas, and Scott 2015）。ローカルフードの市

場が成熟し，消費者基盤が成長したため，非西洋社会のローカルフード運動の社

会・環境目標に対する課題もまた，明らかになってきている。

　ここでは，前述のアメリカのローカルフード運動の議論と日本および，東アジ

アと東南アジアの国々のローカルフードの状況やかかえている課題を対照させな

がら，ローカルフード運動の将来的な見通しを考察してみたい。ただし，日本に

おけるローカルフードの生産や消費と関連する取り組みは時代的にも多岐にわた

ることから，アメリカ合衆国の事例と対照として，「産消提携」，「地産地消」を

主にとりあげて論じていくことにする。

　日本におけるローカルフードの考えは，少なくともアメリカ合衆国と同じくら

い長い間，消費者の活動を活気づけてきた。実際，日本のローカルフード運動

は，戦後の経済的生産性の急上昇と相前後して起こり，初期にはアメリカ合衆国

のローカルフード運動とさまざまな類似点を共有していた。時間を経て，その二

つの運動は大きく分岐したと思われる。別の見方をすれば，日本のローカルフー

ドの構想は，社会または環境に関わる目標からある程度切り離され，その現状

は，アメリカのローカルフード運動が同様に進んでいくかもしれない方向を予見

しているのかもしれない。

　日本のローカルフードのための社会運動は，三つの重なりあう歴史的な段階を

経験してきたと言える。
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5.1 「提携」

　第一は，1970年代，農薬の安全性を心配した都市の消費者は，誕生したばか

りの日本有機農業研究会（JOAA）の援助を受けて，農村地域の農場から有機生

産物を供給するために，「産消提携」もしくはその略称である「提携」（Teikei）

と呼ばれる購買クラブを作った（Parker 2005）。

　多くの場合，「提携」の契約では，何十もの世帯が一つの特定の農場と提携関

係を結び，その代りに農場は，有機農法だけでそれらの世帯の要求に応えること

に合意した。このように，「提携」はアメリカ合衆国の協同組合である地域支援

型農業（CSA）と数多くの類似点を有するが，そこでは個々の世帯が一つの農場

から 1年間あたり期待される生産物からの割り当て分を購入する。

　「提携」は，1980年代後半に最盛期を迎えた。ある調査によれば，当時 238グ

ループがあったが（Matsukata 2008），以後は減少を続け，2009年に確認された

「提携」はわずか 49グループだけだった（Japan Organic Agricultural Association 

2010）。「提携」が減少したのは，一つには一般市場で自然食品が徐々に入手でき

るようになったことである。この意味において，「提携」が促進させた有機農業

に対する認識が，「提携」ではその利便性と価格を釣り合わせることができな

かった自然食品の大規模な供給者を生み出した。

　「提携」のもう一つの特徴は，それが弱点でもあったのだが，物流面が複雑で，

顧客の中のボランティアの努力によって調整されていたことであった。これらの

ボランティアは外に出て働いていなかった女性であることが多かった。日本の多

くの女性が社会への参画をはじめたとき，「提携」を可能にしていたボランティ

ア基盤は劇的に減少し，「提携」は結果として衰退した（Kondoh 2015）。

5.2 地産地消

　「提携」の参加者がもっとも多かった時期は，日本のローカルフード運動の第

二期の始まりでもあった。「地産地消」という用語が，1990年代初期に非政府組

織によって，食品は「地元で生産して地元で消費する」べきであるという原則を

推進するために作り出された（Kimura and Nishiyama 2007）。

　地産地消という考えはすぐに広がることになった。1990年後半までには，地
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方公共団体が地域の農産物を推進するための取り組みに統合され，2002年には，

政府が地産地消を農業計画の目玉にした。最終的に，2000年代半ばには，主流

派の農産食品政策を立てる際に，農業者の関心を表すための最上級組織である日

本農業協同組合（JA）が日本の消費者に日本の作物や食品を支持するように働

きかける方法として，地産地消のスローガンに飛びついた。やがて地産地消は，

ローカルフードは信頼できて安全である，またローカルフードを買うことは日本

の農業者，環境，地域の食文化の保護にとってよいことであるという主張と結び

つくようになった。

　地産地消の考えは，明らかにアメリカ合衆国のローカルフード運動の根底にあ

る価値観の多くを共有している。しかし，重要な相違点もある。アメリカ合衆国

では，市民社会団体がローカルフードを推進する際に主要な役割を果たし続けて

いる。日本では，地産地消は，現時点では，主に政府機関と JAの事業である。

実際，主流派の農業組織，従来の農業者，そして政府機関は，地産地消を自分た

ちのものと主張するために素早く行動を起こした。そしてその過程で，市民社会

や小規模な有機農業者の役割を最小限にした。このように，現代の日本の地産地

消は，食品システムが環境責任を負う，あるいは持続可能な方向へ向かうための

取り組みというよりは，従来の日本の食品生産者に対するマーケティングプログ

ラムでしかないと批判されている（Kimura and Nishiyama 2007）。特に，地産地消

は，不平等，食料不安，または飢えの問題に対処するための構想，あるいは日本

の農業者に有機栽培技術を採用するように働きかける運動に統合されてはいない。

　日本の現代のローカルフード運動は，地産地消によって具体化されたため，か

つて「提携」の特徴とされた，本来の集団的な草の根の精神や有機農業への関心

を失ったと主張することは，もちろん可能だ（e.g., Kimura and Nishiyama 2007; 

Kondoh 2015; Parker 2014）。しかし，地産地消の進化は，もっと大きな歴史的な

文脈の中で考えるべきである。具体的には，日本のローカルフード運動の最近の

動きは，日本の農場数と耕作地の総面積の急激な減少という時代背景の中で起き

たことである。

　同時に，農業者の平均年齢も劇的に上昇した（Brooke 2003; Yamashita 2008）。

土地や労働力不足などの要因の集束は，日本の農業を相対的に世界では競争でき

ないものにした。価格維持と関税なしには，農業は日本の国内総生産にほとんど
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何の貢献もしない（Yamashita 2008）。日本の農業の状況は，明らかに米国よりも

悲惨である。米国では，農業者は数が減少しているにもかかわらず，今でも農産

物の主要な輸出者であり続けているからである。

　地産地消は十分に進歩していないという最近の批判とは対照的に，日本の農業

経済の状況が米国とは大きく異なることが，両国のローカルフード運動が異なる

方向性を取ることにつながった可能性が示唆できる。具体的には，アメリカ合衆

国の農業の比較的健全な状況には，アメリカのローカルフード運動の数多い目標

の中で一つだけを目標にする自由を小規模農業者があたえられる余地があった。

一方，日本では，主流派の農産食品組織が地産地消を迅速に受け入れたことは，

日本の農業，食の安全，国の自給率への潜在的に存在する脅威に対抗するための

日本社会の権力の中枢による試みであると解釈できる。日本の農業全体が直面す

る問題の深刻な性質のため，ローカルフードの市場化は，日本の協同組織および

政府のプロジェクトとなった。

　ここまで説明した歴史的背景を考えると，日本のローカルフード運動は，2つ

の主要の課題に直面している。さらに，これらの課題は，アメリカ合衆国のロー

カルフード生産農家や消費者が，以前に直面している問題とは異なっている部分

と関連している部分とがある。まず，日本におけるローカルフードの推進は，日

本の農業の強化という国家的目標に直接貢献することを示さなければならない。

そしてこの最初の基準を満たした場合にだけ，日本のローカルフード運動は，農

業をする環境の持続可能性に対する本来の関心を取り戻す。そして，社会正義や

健康的な食品を入手する機会の公平性の問題への新たな関心を取り込むという課

題に直面するだろう。

　地産地消は，ローカルフードという考えを日本の消費者文化の主流派の一部と

することに成功した。しかし，社会，政治，環境の変化に広範囲にわたりとりく

むための乗り物としては弱く，地産地消の幅広い魅力が，かつて「提携」を大き

く特徴づけた農業者と消費者の個人的な結びつきと組みあわせるための草の根と

いう結果にしてしまった。

5.3 直売所

　日本のローカルフード運動の第三段階では，西洋式のファーマーズマーケット
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の人気が急上昇した。2004年にはおよそ 2,500だったが，2010年には 5,000に

なった（Swinnerton 2012; Wood and Notaras 2010）。同時に，消費者への直販のた

めの制度は，日本に独特なものとなった。直売所は，野菜，果物，その他の農生

産物のための商店であり，多くの場合，市町村と提携して，農村の生産者組織ま

たは地元の JA支部が直営している（Kimura and Nishiyama 2007; Parker 2014）。

ごく最近では，2009年に 16,916の直売所の数が記録されている。直売所は，西

洋式のファーマーズマーケットでは，基本的には組織された既存の農業者集団の

小売部門であるのに対し，日本のファーマーズマーケットは，米国と同様に，単

に独立した売主が集まる場所である（Parker 2014）。

　ここで主張しておきたいことは，直売所は，農業者と消費者を直接つなげたい

という希望を表す日本独特の表現として，ローカルフードの日本の農業への貢献

を充実させていること，そして，大きな社会・環境目標と日本のローカルフード

の関係を一新する大きな機会を示しているということである。

　最初の点については，直売所は，アメリカ合衆国でフードハブが果たしている

役割と驚くほどよく似た機能をすでに日本で果たしていることがある。フードハ

ブのように，直売所には，基本的に関連スタッフや資源があり，数多くの小規模

農場からの野菜，果物，その他の農産物や生産物を集荷するため物理的空間であ

る。ある研究によれば，平均的な直売所は，86.5人の農業者に共有の販売スペー

スを提供している（Nakajima, Murakami, and Sato 2011）。

　参加している農場の収入や，農業を継続するために必要な農業者側の体力に対

して，直売所がどれだけ貢献しているかを知る公的なデータがあるわけではない

が，直売所が実際に日本の農業の健全性，そして特に中小規模の農場の生活力に

具体的な経済的な変化をもたらしているとしたら，この動きは日本のローカル

フードプログラムへの支援を継続することを肯定する重要な点を示すことになる。

　さらに，直売所は，米国のフードハブの例にならって，範囲を広げるための新

たな方法を見つけることができる。現在，直売所は主に各家庭からの買い物客に

サービスを提供していると思われる。しかし，直売所の協定にすでに参加してい

る数多くの農場とともに，直売所は，食品雑貨店，レストラン，さらには公立学

校といった大規模バイヤーがさまざまな農場からの農産物を一か所で入手できる

ようにすることで，バイヤーへの販売を容易にするフードハブの戦略を再現し始
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めることもできる。

　学校給食で提供する地元産の果物や野菜を増やすことは，いくつかの県では地

産地消プロクラム作成の一部となっている（Kimura and Nishiyama 2007）。直売

所は，すでに数多くの農場から中心市街地へ生産物を運んでくるための流通シス

テムを確立しているが，学校という環境で学生の目前により多くの日本産の食品

を置くことを目的とした取り組みを拡大するための自然な手段となりうると思わ

れる。

　しかし，ローカルフードの市場を成長させるという最優先課題に対処しても，

すでに述べた第二の課題が残る。すなわち，地産地消のもとで，日本のローカル

フードを今まで以上の社会・環境変化に対する手段にすることである。そのため

には，米国のフードハブと日本の歴史的事例である「提携」を手掛かりにするこ

とができるかもしれない。

　日本は，アメリカ合衆国ほどには，社会的不平等，貧困，家庭レベルでの食料

不安には苦しんではいない。しかし，不平等や飢えが喫緊の社会問題となってい

る日本の各地で，直売所は，一部のアメリカのフードハブと同様に，社会正義の

中核としての機能を果たすこともできる。弱い立場にある人々が，助成を受けた

健康的な食品を入手する機会を得ることができる場所である。フードハブはま

た，小規模農場が食糧配給所，フードバンク，無料食堂などの社会福祉組織に食

品を寄付するのを容易にする。可能であれば必要に応じて，直売所でも同じこと

ができる。

　環境の持続可能性への働きかけに関しては，環境責任を負う農業の地域限定の

基準の策定をもたらした消費者の大きな信頼を，地元の農業者が利用することが

できる。完全な有機認証は，小規模農場には法外に高くつき，変わりゆく国際的

な要請に影響を受けることが多い。対照的に，直売所の団体に特有の基準は，た

とえば，できる限り少ない農薬を使用する，また土壌肥沃度を維持する自然な方

法を強調するために，参加している農場の一部に関する契約を知らせることがで

きる。

5.4 東アジア，東南アジアにおけるローカルフードへの希求

　こうした考え方は，理想的なシナリオのなかでは，日本各地で食品の生産者と
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消費者が，農業者にとって実現可能な目標と日本の家庭にとって好ましい食品の

特質の双方を表す「環境の持続可能性」の意味を民主的に決定できるようにす

る。「提携」の精神は，市民参画のための個人消費者を対象としながら，おそら

くかつてよりも厳しく制約され，時代にあったローカルフード市場という形で，

新たな取り組みを見つけることができる。

　こうした，ローカルフードのための社会運動は，近年，多くの東アジアや東南

アジア諸国でも出現してきている。米国と日本のように，中国，台湾，韓国，ベ

トナム，インドネシアのローカルフード構想は，国全体として消費者の安全を増

進することや食の安全を強化することなど，数多くの目標を共有している（Anh 

and Sautier 2011; Arsil et al. 2014; Cheng 2016; Choi and Kim 2015; Schumilas and 

Scott 2016; Shi et al. 2011; Si, Schumilas, and Scott 2015）。

　しかし，各国のローカルフードの市場の規模が大きくなるにつれて，活動家や

支持者はおそらく，世界のどこかで彼らに似たような人々が立ち向かってきたよ

うな課題に直面するだろう。実際，中国の主要都市のファーマーズマーケットの

組織者は，2000年代後半以降，力強い成長を喜んできた。消費者はローカルフー

ドの方が安全で信頼できるという考えに動機づけられている状況にすでに直面し

ている。

　環境の持続可能性への懸念，あるいは個人的に農業者とつながりを持ちたいと

いう希望は，中国の市街地のファーマーズマーケットの買い物客の考えかのなか

では，ほとんど見られないように思われる（Si, Schumilas, and Scott 2015）。一方

で，ある研究が明らかにしたところによると，北京市郊外のリトル・ドンキー・

ファーム（Little Donkey Farm）という，中国本土でアメリカの CSAや日本の提

携のモデルを採用した最初の農場の一つで，野菜や果物を購入することを決めて

いる人々は，環境責任を負う農業を支援するという願望に動機づけられている側

面もあるように思われる（Shi et al. 2011）。

　ベトナムやインドネシアのような開発途上国では，ローカルフードのための社

会運動では，持続可能性，経済成長，社会正義，食文化の間の緊張はさまざまな

方法で展開すると思われる。しかし，この特定な考えに比較的長い歴史がある米

国と日本で，ローカルフードがどのように進化したのかをよく理解することは，

ますますグローバル化するローカルフードのための運動が最近定着した国々に
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とって，啓発的であり，有用であると期待するのは妥当であろう。

6 結論―「グローバルな」ローカルフードについての中心課題

　「隣人」は，あなたの近くに住む人である。一方，ご「近所さん」は，緊急時

にあなたの庭に水を撒き，あなたの健康状態を尋ね，あなたの子どもを見守って

くれる。「近隣」は公図上の境界線である。しかし，「近所」は伝統，場所感覚，

個人の行動が他の人々にどのような影響を及ぼすのかを考えるという約束を共有

する人々からなる地域社会である。

　世界中の社会で，「ローカルフード」はいつの日か，食べられる場所からたま

たま比較的近い場所で作られた食品でしかなくなるかもしれない。しかし，アメ

リカ合衆国と日本のローカルフードの歴史のその時々で，ローカルフードという

考えは，それ以上の何かを意味した。地域社会や環境へのおもいやりの気持ちを

具体化した食品であったり人間社会が他の生物の幸福に依存していることを人々

に気づかせる食品である。現代の西洋と東洋のローカルフードのための社会運動

に対するもっとも重要な問題は，新たな支持者を引きつけ，食品市場全体の大き

な占有率を獲得し続けるかどうかではない。そうなることはほぼ間違いないだろ

う。もっとも重要な問題は，成長を続けるローカルフードの市場が，ローカル

フードとは実際には何なのかという倫理的，感情的に深い理解を犠牲にして成り

立つのかどうかということである。この疑問は，各国の一般の人々の行動によっ

て答えが出るだろう。彼らは，何を買うか，何を食べるか，家族に何を食べさせ

るかについて，毎日小さな決断をしているからだ。しかし，研究者は，ローカル

フードという考えがさまざまな国でどのように進化したのかということを調査す

ることで，そしてローカルフード運動と環境，経済発展，規模の小さい農業の生

活力との関係を検証することで，「グローバルな」ローカルフードがどうなるの

か，ささやかだが重要な方法でこの問題に貢献できる。
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